
各組織から支援に関する
最新の取り組み

※ダウンロード可能な資料は第二部のみです

【第二部】

■内閣府（防災担当） 村上威夫

■全国社会福祉協議会 駒井公

■災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ

石田真実

■全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 明城徹也



防災基本計画修正（令和５年５月30日決定）の概要

主な修正項目

最近の施策の進展等を踏まえた修正

■防災基本計画

  災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する我が国の防災に関する総合的かつ長期的な計画で、

  指定行政機関や指定公共機関が作成する防災業務計画や、自治体が作成する地域防災計画の基本となるもの

＜北海道知床で発生した遊覧船事故＞

○旅客船の総合的な安全・安心対策の強化

令和４年に発生した災害を踏まえた修正

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る基本計画の変更を踏まえた修正

○北海道・三陸沖後発地震注意
情報（※）の解説・伝達

＜トンガ諸島の火山噴火による潮位変化＞

○火山噴火等による津波に関する普及啓発・情報伝達

※1 ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織

※海上災害対策編の修正

※日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震
の想定震源域とその周辺でMw7.0以上
の地震が発生した場合、「北海道・三陸
沖後発地震注意情報」を発信し、大地
震の発生可能性が平時よりも相対的に
高まっているとして、後発地震への注意
を促す取組について、令和４年12月より
運用を開始。

 ・災害ケースマネジメント（※2）などの被災者支援

の仕組みの整備

※2 一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携して、
被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組

 ・障害者の情報取得・意思疎通に係る施策の推進

○デジタル技術の活用

 ・災害ボランティアセンター設置予定場所の明確化

 ・都道府県による災害中間支援組織（※1）の育成・

強化、関係者の役割分担の明確化

○多様な主体と連携した被災者支援

 ・通信障害発生時の丁寧な周知広報の実施

 ・長周期地震動階級に係る情報の解説・伝達

○国民への情報伝達

 ・被災者台帳、避難行動要支援者名簿の作成等への
デジタル技術の活用



「官民連携による被災者支援体制整備」モデル事業について（令和５年度～）

官民連携（三者連携）の体制 モデル事業（令和５年度）

○ 官民連携（三者連携）による被災者支援の充実・強化を図る上で、

ＮＰＯ・ボランティア団体等の活動支援や活動調整を行う「災害中間

支援組織」の役割が重要

○ 現在、１９の都道府県で災害中間支援組織が活動中（R5.4現在）

○ 内閣府としては、全ての都道府県に災害中間支援組織を設置すべく、

ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間支援組織）とも連携し、令和５年度か

ら、災害中間支援組織の設置・機能強化等に向けたモデル事業を開始

○  内閣府では、災害が激甚化・頻発化する中、官民連携による被災者支援の取組強化を図るため、令和５年度から
「災害中間支援組織」の設置・機能強化等を支援するための新たなモデル事業を開始

○  「災害中間支援組織」の設置・機能強化等に関し、必要な知見・ノウハウ等の把握・収集において参考となる
 ８県を選定し、ＪＶＯＡＤ（全国域の災害中間支援組織）の協力も得ながら、各県でモデル事業を展開

行 政

（都道府県・市町村）

災害中間支援組織

（ＮＰＯ等）

災害ボランティア
センター

（社会福祉協議会）

一般の
ボランティア

専門的な技能
等を持つボラン
ティア団体等

活動支援
・活動調整 活動支援

・活動調整

平 時：関係者と意見交換等を行うなど顔の見える関係を構築   

 発災時：情報共有会議を開催するなど被害状況の把握、被災者支援の情

報共有・活動調整等を実施

モデル事業
実施県

○岩手県※ ○長野県※ ○愛知県 ○三重県※

○岡山県※ ○香川県  ○徳島県 ○佐賀県※ の８県

モデル事業
の

主な取組

・行政や民間団体等との官民連絡会の立上げ

・官民連携促進イベント（シンポジウム等の開催）

・行政・民間団体等との訓練

・自治体職員や地域住民に対する研修

・先進的な取組地域等への視察

・県内防災関係団体の現状調査 ほか

【モデル事業のイメージ】

行政と民間団体等との訓練

行政や民間団体等との官民連絡会の立上げ

官民連携促進イベント
（シンポジウム・フォーラム等の開催）

（注） 「※」は、災害中間支援組織が活動している県



災害ボランティアセンターとは

• 被災者の生活再建を目的に、ボランティアの力をつなげるしく
み

• 多くのボランティアの気持ちを受け止め、安全・スムーズに被災
者のニーズ（困りごと）につなぐ

被災した人ボランティアを希望する人たち

災害ボランティア
センター

災害ボランティアセンター運営の３つの原則

被災者中心 地元主体 協 働



⚫ 災害の頻発

被害の激甚化・広域化

⚫ 新型コロナウイルス等の

感染症の流行

⚫ 南海トラフ地震・首都直下

地震などの巨大災害発生の

懸念

被災した都道府県・市区町村社協
と地域の関係者が主体となった協
働型災害ボランティアセンターの
設置が不可欠

地域協働型災害ボランティアセンターの必要性

被災地外からの支援は
困難



災害福祉支援ネットワークとは
厚労省資料、平成30年5月



都道府県における災害福祉支援ネットワークの構築状況とＤＷＡＴ設置状況

○ 災害福祉支援ネットワークを構築しているのは４7都道府県 令和4年度末、すべての都道府県にネットワークが構築！！

○ 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を設置しているのは45都道府県（うち活動実績があるのは１3府県 ※下記青字の県）

※ 「災害福祉支援ネットワークを構築している」とは、災害時における活動内容等の調整・協議を行うため、行政・福祉関係者・防災
関係者等で構成されるネットワーク会議が設置され、災害時においてＤＷＡＴが派遣できる又は福祉施設間において相互に人員を
派遣できる協力体制が構築されていることをいう。

都道府県名 構築状況 ＤＷＡＴ設置

北海道 ○ ○

青森県 ○ ◎

岩手県 ○ ◎

宮城県 ○ ◎

秋田県 ○ ○

山形県 ○ ○

福島県 ○ ◎

茨城県 ○ ○

栃木県 ○ ◎

群馬県 ○ ◎

埼玉県 ○ ◎

千葉県 ○ ○

東京都 ○ ◆

神奈川県 ○ ○

新潟県 ○ ○

富山県 ○ ○

都道府県名 構築状況 ＤＷＡＴ設置

石川県 ○ ○

福井県 ○ ○

山梨県 ○

○

令和5年3月

設置済み

長野県 ○ ◎

岐阜県 ○ ○

静岡県 ○ ◎

愛知県 ○ ○

三重県 ○ ○

滋賀県 ○ ○

京都府 ○ ◎

大阪府 ○ ○

兵庫県 ○ ○

奈良県 ○ ○

和歌山県 ○

鳥取県 ○ ○

島根県 ○ ○

都道府県名 構築状況 ＤＷＡＴ設置

岡山県 ○ ◎

広島県 ○ ○

山口県 ○
令和5年秋

設置予定

徳島県 ○ ○

香川県 ○ ○

愛媛県 ○ ◎

高知県 ○ ○

福岡県 ○ ○

佐賀県 ○ ○

長崎県 ○ ○

熊本県 ○ ◎

大分県 ○ ○

宮崎県 ○ ○

鹿児島県 ○ ○

沖縄県 ○ ○

※◎はDWAT活動経験あり。
令和5年8月25日現在 全社協調べ

ネットワーク事務局の
状況

↓

  社協が関係
33ヵ所／45ヵ所中

（内訳）
  県社協; 16 
  県社協と県庁の共同; 16
  県庁; 10
  県社協と県庁とJRATの
共同; 1

  県庁と社士会の共同; 1

令和４年３月３１日現在 全社協調べ

令和5（2023）年度から、個別登録開始



○ 近年、甚大な被害をもたらす災害が多く発生していることから、機動的かつ能動的な福祉支援体制を構築し
災害時要配慮者（高齢者や障害者など支援が必要な方々）に対し迅速な支援を行えるよう、各都道府県における
災害福祉支援ネットワークの構築や災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の設置を補助しており、全国的に取組が進ん
できている。

○ 全国的な取組が進む一方で、都道府県間での広域的なＤＷＡＴ派遣調整に時間を要した、複数の避難所から同
時に派遣要請があった場合の対応に苦慮したなど、ＤＷＡＴの派遣実績を通じて新たな課題も生じている。

○ これらの状況を踏まえ、平時には広域的な派遣体制の構築や現場で中心的な役割を担うＤＷＡＴチーム員を養
成する全国研修の実施、災害時には各都道府県のＤＷＡＴ活動状況の集約や都道府県間の派遣調整、こうした取
組を一体的に行う災害福祉支援ネットワーク中央センターを設置し、全国の災害福祉支援ネットワークの支援体
制の充実を図る。

【要旨】

【事業内容】

【令和5年度予算】 １５，５０６千円

災害福祉支援ネットワーク中央センターを設置し、以下の取組を一体的に実施する。
（平時）
〇広域的な連携体制の構築
・応援側・受援側の対応手順等の整理
・ブロック会議の開催等による自治体間の認識共有・意見等の調整 等
〇全国研修の実施（※災害派遣福祉チームリーダー養成等研修事業から本事業へ組み替え）

・実地訓練や本番活動の際に、中心となって動けるチーム員の養成
・ＤＷＡＴ派遣実績のある県の取組事例等の全国展開 等

（災害時）
○各都道府県のネットワーク本部と連携し、ＤＷＡＴ活動状況の集約や都道府県間の派遣調整等

厚生労働省資料

災害福祉支援ネットワーク中央センター事業
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社会福祉協議会の災害対応の取り組み



災害福祉支援センターの機能・役割

（災害福祉支援センター設置の必要性）

○ 近年、被害が広範囲化・激甚化する大規模災害が増加
○ 災害発生前から社会的脆弱性を抱えている人びとは、被災したことで課題がより
深刻化・長期化する傾向がある。

〇 さらに、災害発生を契機にそれまでは支援が必要でなかった人が、困窮に陥った
り困りごとを抱えたりと、新たに支援が必要になるなど、災害発生により支援が
必要な人が増大する。

○ その一方、被災地域にある各種福祉施設や相談機関は、事業所本体や従事者が
被災することにより、それまで有していた支援力が大幅に減退する。

○ このため被災地外から被災者支援に駆けつける福祉関係職員（社協、社会福祉法
人等職員等）やNPO等が重要となる。

○ 大規模災害発生時には、こうした多岐にわたる関係者のコーディネーションが
重要になる。

○ この都道府県域における災害時に行政や多様な関係機関等との連携・協働を
推進するため、災害福祉支援活動の調整役となるのが「災害福祉支援センター」



災害福祉支援センターの機能・役割

〇 地域の特性を鑑み、被災した市町村の実情を把握しながら、その具体的支援に
応じて「災害福祉支援センター」の役割・機能を整理し実施。

※「災害福祉支援センター」設置
令和3年4月：鳥取県社協、福岡県社協
令和4年4月：群馬県社協
令和4年9月：大分県社協

○ 「災害福祉支援センター」は、福祉と被災者支援の連続性をふまえ、
都道府県社協に設置することが望ましいが、災害福祉支援にかかる業務すべてを
都道府県社協が担うのではなく、社協が担うところ、社会福祉法人等関係団体が
担うところ、NPO等関係団体や企業、災害中間支援組織等と連携・協働していく
ところを、事前に役割分担し、整理していくことが必要

平時からの連携・協働の仕組みづくりが大切



被災者支援コーディネーション

ガイドライン



JVOADの新たなチャレンジ

１．地域版・災害支援ネットワーク立ち上げ支援
※武田薬品工業からのご寄付、日本NPOセンターとの連携

２．災害時の官民連携体制を検証・改善するための訓練プログラム開発
※福祉医療機構（WAM）からの助成

３「そなえ令和基金」を活用した都道府県域の災害中間支援組織の整備
※都道府県域の災害中間支援組織との連携

地域の災害対応力強化に貢献！



Japan Voluntary Organizations Active in Disaster

１．地域版・災害支援ネットワーク立ち上げ支援事業の概要

災害

外部支援団体層

家屋保全・避難所支援・要配慮者への支援etc

平 時 災 害 時

・地域の支援者同士のつながりがある
・普段から災害対応について意識されている

・平時から社会課題に向き合っている団体が、専門性を活かした支援が容易になる
・地元主体の求心力が生まれ、地域内、外部から新たな担い手が参加・連携しやすい
状況になる。すみやかに情報共有会議が立ち上げられる

新たな地域支援者層

地元企業、NPO、グループetc

H団体

A団体

B団体

こども食堂

まちづくり

C団体

障がい者支援

D団体

困窮者支援

E団体災害支援

F団体
防災

G団体

犬・猫 保護

NPO支援

災害支援
ネットワーク

I団体

保健・福祉

E団体

国際協力
外国人支援

H団体

A団体

B団体 C団体

D団体

E団体

F団体

G団体

ネットワークによる
被災者支援

I団体

E団体

災害支援ネットワークのある地域
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長野県 地震総合防災訓練での 「応援・受援本部」
の訓練の様子

  ※応援受援本部には以下の4班が含まている。
     ・災害ボランティア班
     ・物資調整班
     ・人的応援・受援班
     ・広域防災拠点班

２．災害時の官民連携体制を検証・改善するための訓練プログラム開発

徳島県 
県総合防災訓練、災害ケースマネジメント実践
訓練での 「情報連携会議」の様子

この会議体には、県（ゼロ作戦課、保健福祉部、
住宅課）、南部県民局、県社協、国際交流協会 
と、災害中間支援組織、弁護士が参画している。



コーディネーションを担う
災害中間支援組織の整備

災害支援そなえ令和基金

災害支援のネットワーキング

災害支援のスキルアップ・人材育成

災害支援の体制の検討・検証

今年度予算2000万円
（詳細は調整中）

災害対応で最重要の「そなえ」が整う

地域の多様な主体が支援に参加し、連携できている

支援の担い手が分野ごと、地域ごとに育成されている

コーディネーターが平時から常駐している

・各地の支援リソースを最大化
・各地のレジリエンスが高まる

コーディネーションが機能

期待される効果①（平時）

期待される効果②（災害時）

ニーズに応じた支援が実施され、支援のもれ・むらがなくなる

将来の脆弱性の軽減に繋がる支援が実施される

・被災者の支援をうける権利が確保
・支援により被災者のリスクを高めない
・被災者から見て支援がつながっている
・より速い復旧・復興につながる

心を寄せあい、力を合わせ、市民による持続可
能な災害支援の仕組みをつくるための基金。
災害対応の「そなえ」を整備していく。

災害支援そなえ令和基金
※令和2年、天皇陛下御即位に際し、社会福祉事業の資として御下賜金を賜りました。その一部を活用。

全国どこで災害が発生しても、「災害コーディネーション」が機能するために、
各都道府県域で、「持続可能な取り組み」として展開していきたい。



趣旨・目的

神奈川県が大災害の被災地となったときに備え、被災者のくらしの復興をさまざま
な団体が連携して長期に亘り支える仕組みをつくるため、県内の 団体等の連携・
協働を進めるネットワークづくりをおこなう。

災害復興くらし応援・みんなのネットワークかながわ （通称：みんかな）

2022年4月に名称から（準備会議）を外す

構成団体

一般社団法人ソーシャルコーディネートかながわ
認定NPO法人市民セクターよこはま
認定NPO法人かながわ311ネットワーク

神奈川県域で
NPO・市民活動支援

東日本大震災以来12年
の被災地支援

横浜市域で
NPO・市民活動支援



「みんかな」の立ち上げ～活動の流れ

• 立ち上げの背景に2018年４月に公表された内閣府のガイドブック

• 契機となった2019年12月神奈川県の三者連携研修会

• ３つのNPOが連携して2020年4月に任意団体を設立

• コロナ下の市民団体向け調査で「災害時の支援活動」の情報収集

• 2020年度から横浜市市民協働提案事業で協働学習会など開催

• 2021年度から基金21協働事業で県域の三者連携体制づくりを
本格化



横浜市市民協働提案事業 （2020年度～2022年度）

かながわボランタリー活動推進基金21協働事業（2021年度～2023年度）

みんかなが協働事業で取組む３つの柱

県レベルの三者連携体制の構築

民間支援ネットワークづくり

市町村域の連携体制づくりの支援

・災害・復興支援活動に
参加する団体同士の顔
の見える関係づくり（協
議・情報共有・訓練・研
修など）
・県レベルの災害時の情
報共有会議の開催・運
営に関する枠組みづくり



発災

～3日間

～3週間

～3ヶ月

～1年

～3年

～10年

フェーズの変化に対応した幅広い支援を長期間にわたって

町づくり

安心

生活支援・福祉

住宅復旧

仕事・コミュニティ

生命

教育 要配慮者

消防・警察
自衛隊

災害ボランティアセンター

災害対策本部
地域支えあいセンター
復興庁・各部局

要配慮者支援
町づくり

避難所 仮設・みなし仮設 復興住宅

三者連携情報共有会議

被災後のニーズの変化

幅
広
く

イメージ図   神奈川県における 

三者連携情報共有会議

・ 市民活動支援センター
・ 民間中間支援団体
・ 地域中核団体

・ NPO団体
・ 市民活動団体
・ 士業専門団体、企業
・ 地域活動団体

災害対策部門
福祉関連部門
市民生活関連部門
まちづくり、建築復旧

被災者ニーズ
求められること・
できること

県災害救援ボランティア
支援センター

応急時におけるボランティア支援の主軸

みんかな
災害復興くらし応援・

みんなのネットワークかながわ

中長期の視点から
被災者の暮らし支援の主軸

・神奈川県立
  かながわ県民活動サポートセンター
・県社会福祉協議会
・県共同募金会
・神奈川災害ボランティアネットワーク

行政
公的支援

災害VCから
地域支えあいセンター

へ移行



1年目（2020年度）
の主な取組み

・コロナ下のNPO・市民団体向け調査で
「災害時の支援活動」の情報収集

災害救援・防災分野ではない多くの
市民団体が「災害時」の支援活動に
関心を寄せている

「その他」回答：こころのケア、
介護車両を使った移動支援、
女性やLGBTなどの人権保護、
生活相談、傾聴活動、整体、等

回答団体数 183

・かながわ県民活動サポートセンター、
県社会福祉協議会、県共同募金会と
定期的な意見交換

・横浜市市民局と協働で学習会開催



2年目（2021年度）の主な取組み

• 県協働部署（危機管理防災課、地域福祉課、NPO協働推進課、かながわ県民活動
サポートセンター）、県社会福祉協議会、県共同募金会と定期的な意見交換

• 横浜市市民局と定期的な意見交換（横浜市域の三者連携に向けて）

• 県地域福祉課と意見交換（DWAT、要配慮者支援について）

• 民間支援団体との情報交換

• 県内33市町村の災害時の官民連携体制に関する状況調査の実施

• 県央地域の市町自治体、社協、NPO等を対象に三者連携学習会（オンライン）の開催

• 「企業・NPO・大学パートナーシップミーティング2021 in 横須賀三浦」の実施協力

• 横浜市内NPO等との学習会開催（ネクストステージ研究会 災害支援部会）

• 災害時の連携を考えるかながわフォーラム（オンライン）の開催

• 内閣府中核人材育成研修への参加



９割の市町村が「外部(広域)から入ってくるＮＰＯ・ボラ
ンティア団体や事業者等の民間団体による被災者支援活動
が必要と思う」と回答

n＝21 県内自治体調査2021年7月実施自治体調査結果

必要と思う

(n=9), 

42.9
状況によって

は必要と思う

(n=10), 

47.6

必要ない

(n=0), 

0.0

わからない(n=2), 9.5
76.2

57.1

66.7

57.1

38.1

33.3

28.6

47.6

38.1

52.4

9.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

要援護者支援(n=16)

外国籍住民支援(n=12)

心身の健康支援(n=14)

子ども支援(n=12)

寄り添い・見守りなどの福祉活動(n=8)

産業・経済・雇用支援(n=7)

レクリエーション支援(n=6)

移動支援(n=10)

コミュニティ再生支援(n=8)

物資支援(n=11)

その他(n=2)



７割の市町村が「自治体内に所在する災害救援分野以外の
ＮＰＯ・ボランティア団体や事業者等の民間団体による被災者
支援活動が必要と思う」と回答

n＝21 県内自治体調査2021年7月実施自治体調査結果

必要と思

う(n=6), 

28.6

状況によっては

必要と思う

(n=9), 42.9

必要ない

(n=0), 

0.0

わからない

(n=5), 

23.8

不明(n=1), 4.8 76.2

52.4

52.4

52.4

47.6

33.3

33.3

47.6

38.1

61.9

4.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

要援護者支援(n=16)

外国籍住民支援(n=11)

心身の健康支援(n=11)

子ども支援(n=11)

寄り添い・見守りなどの福祉活動(n=10)

産業・経済・雇用支援(n=7)

レクリエーション支援(n=7)

移動支援(n=10)

コミュニティ再生支援(n=8)

物資支援(n=13)

その他(n=1)



3年目（2022年度）の主な取組み

• 県協働部署（危機管理防災課、地域福祉課、NPO協働推進課、かながわ県民活動
サポートセンター）、県社会福祉協議会、県共同募金会と定期的な意見交換

• 災害時要配慮者支援について学ぶ勉強会の開催（県地域福祉課と協働）

• 県西地域学習会の開催（足柄上地区社会福祉協議会連絡会と合同研修）

• 災害への備えと支援活動に関する実態調査の実施（神奈川県内NPO法人対象）

• 災害時の子どもの居場所づくりワークショップの開催（横浜市と協働）

• 被災者支援のための行政・社協・ＮＰＯなど多様な主体による連携体制構築に係る訓
練（図上演習）の開催

• 「企業・NPO・大学パートナーシップミーティング in 藤沢～災害に備えるまちミーティング～」
の実施協力

• 災害時の連携を考えるかながわフォーラム2023の開催

• 「災害時の外国人支援について学び、つながろう」学習会（オンライン）開催



NPO法人調査結果

n＝495法人
県内NPO法人調査2022年7月実施

4.1%

2.2%

7.5%

52.7%

15.9%

12.2%

5.7%

発災場所に関係なく、積極的に支援活動を行

いたい(n=20)

アクセスしやすい場所であれば、支援活動を行

いたい(n=11)

平時からの活動地域内であれば、支援活動を

行いたい(n=37)

自分たちにできる活動があれば、支援活動を

行いたい(n=259)

支援活動を行いたいが、具体的なことは考え

ていない(n=78)

災害時に支援活動を行う予定はない(n=60)

その他(n=28)

0.0 20.0 40.0 60.0

4.6%

16.2%

22.3%

11.8%

12.6%

12.2%

17.5%

38.7%

28.8%

13.7%

9.7%

4.2%

1.5%

1.3%

7.4%

9.9%

4.2%

5.1%

13.5%

6.9%

医療･レスキュー(n=22)

ガレキ撤去･家屋清掃(n=77)

物資・炊き出し(n=106)

移動・輸送支援(n=56)

災害ボランティアセンター運営支援(n=60)

避難所（在宅避難者を含む）の生活環境の改善

(n=58)

健康維持・心のケア(n=83)

障がい者や高齢者など要援護者支援

(n=184)

子ども支援(n=137)

母親・女性支援(n=65)

外国人支援(n=46)

ペット支援(n=20)

生活再建相談(n=7)

生業（なりわい）支援(n=6)

コミュニティ再生支援(n=35)

情報収集･発信･IT支援(n=47)

被災者ニーズ調査･アセスメント(n=20)

団体間コーディネート(n=24)

特に思いつかない(n=64)

その他(n=33)

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

66％の団体が、県内が被災時に
「支援活動を行いたい」と回答



災害時の支援活動の内容×回答団体の所在地（地域ブロック別）
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横浜地域 9 34 47 28 34 35 44 78 70 35 27 5 4 3 21 21 13 14 26 14

川崎地域 1 7 9 5 5 6 7 19 14 5 5 - 1 1 5 5 4 2 6 5

横須賀三浦地域 3 8 11 4 7 4 11 18 9 7 5 4 - 1 1 5 1 3 7 4

県央地域 3 14 23 6 7 4 8 33 26 12 4 7 - 1 4 4 - - 5 3

湘南地域 5 13 15 10 6 7 11 32 14 5 5 3 2 - 4 11 2 5 16 6

県西地域 1 1 1 3 1 2 2 4 4 1 - 1 - - - 1 - - 4 1

総計 22 77 106 56 60 58 83 184 137 65 46 20 7 6 35 47 20 24 64 33

NPO法人調査結果



4年目（2023年度）の主な取組み

• 県協働部署（危機管理防災課、地域福祉課、NPO協働推進課、かながわ県民活動
サポートセンター）、県社会福祉協議会、県共同募金会と定期的な意見交換

• 災害時要配慮者支援に関する意見交換（県地域福祉課と協働）

• 湘南地域の市町自治体、社協、NPO等を対象に三者連携学習会（オンライン）の開催

• 被災者支援のための行政・社協・ＮＰＯなど多様な主体による連携体制構築に係る訓練
（図上演習）の開催

• 「企業・NPO・大学パートナーシップミーティング」の実施協力

• 災害時の連携を考えるかながわフォーラム2024の開催

• 協働事業終了後に向けた、三者連携の枠組みを検討

• 「ぼうさいこくたい2023」にブース出展 （P-67 S2-2教育学部講義棟7号館）



みんかなの活動

研修･学習会
災害・復興時の被災者支援活動や、

NPO等と行政・社会福祉協議会が連

携することの重要性を、関係者が集ま

り共に学んでいます。

フォーラム
災害時を見据えた平時からの連携を

進めるため、1年に1回フォーラムを

開催しています。

調査･情報収集･発信
災害時の連携や活動についての調査

を実施しています。

また、WebやSNSで各種取組みを

発信しています。

ネットワーキング
定期的に会合を開催して、神奈川県に

おける災害時の支援連携のあり方に

ついて、さまざまな団体と情報交換を

行っています。



教えてください！あなたの組織の

災害時に「できるかも」
医療･レスキュー ガレキ撤去･家屋清掃 物資・炊き出し 移動・輸送支援

災害ボランティアセンター
運営支援

避難所（在宅避難者を含む）
の生活環境の改善

障がい者や高齢者など
要援護者支援 子ども支援



生業（なりわい）支援 コミュニティ再生支援
情報収集･発信･IT支

援
被災者ニーズ調査･アセスメン

ト

団体間コーディネート その他

母親・女性支援 外国人支援 ペット支援 生活再建相談
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